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第１　公立大学法人前橋工科大学の概要

監事 横　田　哲　明 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 弁護士

理事 萩　原　　　香 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 ㈲萩原構造計画事務所取締役

理事 今　村　一　之 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 副学長（教育・企画担当）

理事 清　水　和　彦 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 事務局長

資本金 １９億４，６４１万２，１７４円

沿革

昭和２７年４月１日　前橋市立工業短期大学開学（平成１２年３月３１日廃止）
平成９年４月１日　前橋工科大学開学（昼夜開講制　工学部建設工学科、建築学科、情報工学科）
平成１３年４月１日　大学院工学研究科修士課程開設（建設工学専攻、建築学専攻、システム情報工学専攻）
平成１５年４月１日　大学院工学研究科博士後期課程開設（環境・情報工学専攻）
平成１９年４月１日　工学部学科改編（社会環境工学科、建築学科、生命情報学科、システム生体工学科、生物工学科、総合デザイン工学
科）
平成２３年４月１日　大学院工学研究科博士前期課程改編（建設工学専攻、建築学専攻、生命情報学専攻、システム生体工学専攻、生物工学
専攻）
平成２５年４月１日　公立大学法人に移行、大学院工学研究科博士後期課程改編（環境・生命工学専攻）

法人の目的
大学を設置し、及び管理することにより、地域に根ざし、かつ、世界に通用する教育と研究を通して、人間性と創造性豊かな高度専門職業人
を育成し、もって地域の産業及び文化の振興並びに国内外の社会の発展に貢献することを目的とする。

備　　考

監事 平　田　　　稔 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 公認会計士

法人の業務

　(1) 大学を設置し、これを運営すること。
　(2) 学生に対し、修学、進路指導及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。
　(3) 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。
　(4) 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。
　(5) 大学における教育研究の成果を社会に還元し、その活用を推進すること。
　(6) 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

　２　役員の状況（平成２７年４月１日現在）

役　　職 氏　　名 任　　期

理事長 佐　藤　恭　一 平成２５年４月１日～平成２９年３月３１日

理事 小　暮　雅　幸 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 富士情報通信㈱代表取締役会長

副理事長 星　　　和　彦 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 学長

理事 髙　橋　　　貢 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 サンデン(株)専務取締役

設立認可年月日 平成２５年３月２５日
設立登記年月日 平成２５年４月１日

　１　基本情報

法人名 公立大学法人前橋工科大学
所在地 前橋市上佐鳥町４６０番地１
設立団体 前橋市
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（２０人以内）

監事

公立大学法人評価委員会
（設置団体＝前橋市）

理事長
経営審議会

（10人以内:外部2人以上） 3人

衛生委員会

大

学

組

織

法

人

組

織

理事会



平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

30 31 33

26 27 24

5 3 6

4 4 3

4 5 2

69 70 68

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1 1 1

12 14 12

13 14 15

19 20 19

45 49 47

委員 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 東和銀行取締役・常務執行役員櫻　井　裕　之

委員 岩　佐　正　雄 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 前橋市産業経済部長

議長 佐　藤　恭　一 平成２５年４月１日～平成２９年３月３１日 理事長

委員 星　　　和　彦

委員 髙　橋　秀　一 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 鵜川工業(株)代表取締役社長

委員 岡　田　敦　志 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 (株)石井設計取締役

委員 金　子　昌　彦 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 カネコ種苗(株)代表取締役社長

委員 関　口　雅　弘 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 上毛新聞社編集局長

委員 清　水　和　彦 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 理事、事務局長

委員 石　川　正　安 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 ＮＰＯ法人アジア交流協会理事長

平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 副理事長、学長

　６　審議機関

　　(1) 経営審議会（平成２７年４月１日現在）

区分 氏　　名 任　　期 備　　考

増減の主な理由

事務局長

総務課職員 前橋市からの派遣職員の減、学務課への所属替え

学務課職員 地域連携推進センター事務室の充実

月給制臨時職員 図書館業務の一部委託化

合計

　５　職員数（平成２６年５月１日現在）

教授 総合デザイン工学科の教員の増、准教授の教授への昇任

准教授 准教授の退職者枠への講師の採用、准教授の教授への昇任、助教の准教授への昇任

講師 准教授の退職者枠への講師の採用

　４　教員数（平成２６年５月１日現在）

増減の主な理由

特任教員 建築学科、総合デザイン工学科及び地域連携推進センターの特任教員の減

合計

助教 助教の准教授への昇任
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　　(2) 教育研究審議会（平成２７年４月１日現在）

地域連携推進センター長

委員 清　水　和　彦 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 理事、事務局長

委員 高　橋　利　恵 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 図書・情報センター長

委員 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日小　林　　　清

委員 松　井　　　淳 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 総合デザイン工学科長

委員 中　村　建　介 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 生命情報学科長

委員 向　井　伸　治 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 システム生体工学科長

委員 善　野　修　平 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日

学生部長

委員 本　多　一　郎 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 生物工学科長

委員 岡　野　素　之 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 社会環境工学科長

委員 関　　　崇　夫 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 建築学科長

委員 今　村　一　之 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 副学長（教育・企画担当）

委員 宮　﨑　　　均 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 副学長（研究・地域貢献担当）

区分 氏　　名 任　　期 備　　考

議長 星　　　和　彦 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 学長



　　(1) 工学部（学科別）の学生数（平成２６年５月１日現在）
入学定員 編入学定員 総定員 １年次 ２年次 ３年次 ４年次 合計

47 0 187 51 55 51 56 213
51 0 203 59 58 55 58 230
43 0 171 50 43 42 55 190
43 0 171 45 44 46 48 183
43 0 171 45 45 45 44 179
40 2 165 46 42 38 48 174
267 2 1,068 296 287 277 309 1,169

－ － － － － － 1 1
－ － － － － － 1 1
267 2 1,068 296 287 277 310 1,170

14 14 21 30 79
53 56 46 59 214

229 217 210 221 877
296 287 277 310 1,170

　　(2) 大学院工学研究科博士前期課程学生数（平成２６年５月１日現在）
入学定員 総定員 １年次 ２年次 合計

10 20 9 6 15
12 24 15 17 32
10 20 6 4 10
10 20 13 10 23
6 12 13 1 14

48 96 56 38 94
1 3 4
7 4 11

48 31 79
56 38 94

　　(3) 大学院工学研究科博士後期課程学生数（平成２６年５月１日現在）
入学定員 総定員 １年次 ２年次 ３年次 合計

4 12 6 5 － 11
－ － － － 6 6

6 5 6 17
0 0 1 1
2 0 1 3
4 5 4 13
6 5 6 17

システム生体工学専攻
生物工学専攻

合　計

前橋市内
群馬県内（前橋市内を除く。）
群馬県外
合　　計

（注）現在の入学定員及び編入学定員は、平成２４年度からのもの

区分

合　　計

出身地別

建設工学専攻
建築学専攻
生命情報学専攻

　７　学生数

小　計

合　計
（注１）環境・生命工学専攻は、平成２５年度から開設した。
（注２）環境・情報工学専攻は、平成２５年度から学生募集を停止した。

出身地別
前橋市内
群馬県内（前橋市内を除く。）
群馬県外

合　計

区分
環境・生命工学専攻(注１)

環境・情報工学専攻(注２)

合　計

出身地別
前橋市内
群馬県内（前橋市内を除く。）
群馬県外

建築学科（旧課程）
小計（旧課程）

社会環境工学科
建築学科
生命情報学科
システム生体工学科
生物工学科
総合デザイン工学科



　　(2) 特筆すべき成果
　

①

②
③

④
⑤

ア

第２　平成２６年度の年度計画の実施に係る全体概要
　１　業務の全体的な実施状況

　　(1) 業務の実施状況
　業務の全体的な実施状況は、１６０項目の年度計画の項目のうち、年度計画を上回って実施している（Ａ評価）が２６項目（１６．
３％）、年度計画を計画どおりに実施している（Ｂ評価）が１３０項目（８１．３％）、年度計画をやや遅れて実施している（Ｃ評価）が４
項目（２．５％）、年度計画を実施していない（Ｄ評価）が０項目（０．０％）という結果であった。
　Ａ評価及びＢ評価が全体の９５％を超えており、年度計画を十分に実施していると認められる。

　　(3) 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組
教育に関する取組

　平成２６年度は、公立大学法人としての２年度目の事業年度であり、法人化後の大学運営を軌道に乗せるとともに、理事長及び学長のリー
ダーシップの下、教育、研究及び地域貢献に関する取組みを進め、業務運営の改善及び効率化についても、法人全体で推進している。
　平成２６年度における特筆すべき成果としては、次の事項が挙げられる。

キャリアセンターを中心として、就職活動を行う学生に対するきめ細やかな支援を行ったことなどにより、昨年度に引き続き、全国平
均を上回る９９．４％の内定率を得たこと。
市内企業等との公募型共同研究事業による特許取得及び共同研究に参加した学生の当該企業への就職等が実現できたこと。
教員による高校訪問や積極的な大学見学の受け入れ、模擬授業の実施、複数回のオープンキャンパスの開催などに取り組んだことによ
り、昨年度と比較すれば減少したが、法人化前と比較して高い応募倍率を確保できたこと。
懸案であった大学院の定員充足率も法人化前と比較して改善することができたこと。
こども科学教室への参加者が過去最高となるなど、地域貢献活動に積極的に取り組んだこと。

　１項目を除き、計画どおり又はそれ以上に実施することができた。
　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組のうち、教育に関する年度計画の実施状況は、５７項目の平成２６年度
の年度計画の項目中、年度計画を上回って実施している（Ａ評価）が１３項目（２２．８％）、年度計画を計画どおりに実施している（Ｂ
評価）が４３項目（７５．４％）、年度計画をやや遅れて実施している（Ｃ評価）が１項目（１．７％）、という結果であった。
　計画を上回って実施できたのは、以下の１３項目である。

①入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）（学部）の積極的な周知（項目ＮＯ．１）
②県内公立４大学合同大学説明会の開催（項目ＮＯ．４）
③広報委員会専門部会の設置（項目ＮＯ．６）
④総合デザイン工学科の試験方法の検討（項目ＮＯ．１０）
⑤基礎教育科目の履修状況の検証（項目ＮＯ．１１）
⑥語学科目の充実（項目ＮＯ．１２）
⑦公募型共同研究への学生の参画（項目ＮＯ．１８）
⑧学科共通のカリキュラムの作成（項目ＮＯ．２６）
⑨ＴＯＥＩＣ及びＴＯＥＩＣ ＩＰのキャリアセンター単位認定科目としての実施（項目ＮＯ．２７）
⑩キャリア支援・就職支援プログラム（セミナー）の見直し（項目ＮＯ．２９）
⑪地域連携推進センター実施事業等への学生の参加（項目ＮＯ．３０）
⑫入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）（大学院）の積極的な周知（項目ＮＯ．３９）
⑬分野横断型工学研究シンポジウムへの社会人の参加を促す広報の実施（項目ＮＯ．５０）



イ
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①学生の海外留学への支援（項目ＮＯ．９４）

研究に関する取組

　すべての項目について、計画どおりに実施することができた。
　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組のうち、教員の資質向上に関する取組の年度計画の実施状況は、７項目
の平成２６年度の年度計画の項目中、年度計画を計画どおりに実施している（Ｂ評価）が７項目（１００．０％）という結果であった。

地域貢献に関する取組

国際交流に関する取組

教員の資質向上に関する取組

①企業との共同研究の充実（項目ＮＯ．５９）
②分野横断型工学研究シンポジウムにおける学内教員の講演の実施（項目ＮＯ．６２）
③全教員が参画できるような基調講演者の選定、開催時期の検討（項目ＮＯ．６３）
④公募型共同課題研究プロジェクトの実施（項目ＮＯ．６９）
⑤産学官連携事業の在り方の検討（項目ＮＯ．７０）

　すべての項目について、計画どおり又はそれ以上に実施することができた。
　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組のうち、地域貢献に関する取組の年度計画の実施状況は、１１項目の平
成２６年度の年度計画の項目中、年度計画を上回って実施している（Ａ評価）が３項目（２７．３％）、年度計画を計画どおりに実施して
いる（Ｂ評価）が８項目（７２.７％）という結果であった。
　計画を上回って実施できたのは、以下の３項目である。

①大学を会場とする公開講座の実施（項目ＮＯ．７９）
②地域課題研究の効果的な実施方法の検討（項目ＮＯ．８３）
③前橋市の「やる気の木」事業や「インターカレッジ」等への積極的な参加（項目ＮＯ．８５）

　１項目を除き、計画どおり又はそれ以上に実施することができた。
　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組のうち、国際交流に関する取組の年度計画の実施状況は、８項目の平成
２６年度の年度計画の項目中、年度計画を上回って実施している（Ａ評価）が１項目（１２．５％）、年度計画を計画どおりに実施してい
る（Ｂ評価）が６項目（７５．０％）、年度計画をやや遅れて実施している（Ｃ評価）が１項目（１２．５％）という結果であった。
　計画を上回って実施できたのは、以下の１項目である。

　すべての項目について、計画どおり又はそれ以上に実施することができた。
　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組のうち、研究に関する取組の年度計画の実施状況は、１８項目の平成２
６年度の年度計画の目中、年度計画を上回って実施している（Ａ評価）が５項目（２７．８％）、年度計画を計画どおりに実施している
（Ｂ評価）が１３項目（７２．２％）、という結果であった。
　計画を上回って実施できたのは、以下の５項目である。

　　(4) 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組
　すべての項目について、計画どおり又はそれ以上に実施することができた。
　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための年度計画の実施状況は、１５項目の平成２６年度の年度計画の項目中、年度計画
を上回って実施している（Ａ評価）が１項目（６．７％）、年度計画を計画どおりに実施している（Ｂ評価）が１４項目（９３．３％）、と
いう結果であった。
　計画を上回って実施できたのは以下の１項目である。
　①事務局業務の外部委託等の検討（項目ＮＯ．１１６）



　すべての項目について、計画どおりに実施することができた。
　自己点検・評価及び情報公開に関する目標を達成するための取組の年度計画の実施状況は、５項目の平成２６年度の年度計画の項目中、年
度計画を計画どおりに実施している（Ｂ評価）が５項目（１００％）という結果であった。

　　(7) その他業務運営に関する重要な目標を達成するための取組
　２項目を除き、計画どおり又はそれ以上に実施することができた。
　その他業務運営に関する重要な目標を達成するための年度計画の実施状況は、２８項目の平成２６年度の年度計画の項目中、年度計画を上
回って実施している（Ａ評価）が１項目（３．６％）、年度計画を計画どおりに実施している（Ｂ評価）が２５項目（８９．３％）、年度計
画をやや遅れて実施している（Ｃ評価）が２項目（７．１％）という結果であった。
　計画を上回って実施できたのは以下の１項目である。
　①耐震基準を満たしていない建物の改築等（項目ＮＯ．１４７）

　すべての項目について、計画どおり又はそれ以上に実施することができた。
　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための年度計画の実施状況は、１５項目の平成２６年度の年度計画の項目中、年度計画
を上回って実施している（Ａ評価）が１項目（６．７％）、年度計画を計画どおりに実施している（Ｂ評価）が１４項目（９３．３％）、と
いう結果であった。
　計画を上回って実施できたのは以下の１項目である。
　①事務局業務の外部委託等の検討（項目ＮＯ．１１６）

　　(5) 財務内容の改善に関する目標を達成するための取組
　すべての項目について、計画どおり又はそれ以上に実施することができた。
　財務内容の改善に関する目標を達成するための年度計画の実施状況は、１１項目の平成２６年度の年度計画の項目中、計画を上回って実施
している（Ａ評価）が２項目（１８．２％）、年度計画を計画どおりに実施している（Ｂ評価）が９項目（８１．８％）という結果であっ
た。
　計画を上回って実施できたのは、以下の２項目である。
　①事務局業務の外部委託等の検討（項目ＮＯ．１２５）
　②契約事務の効率化（項目ＮＯ．１２７）

　　(6) 自己点検・評価及び情報公開に関する目標を達成するための取組



　２　事業の実施に係る項目別評価概要（総括）

　　(1) 評価基準

評点

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

項目数 構成比（％） 項目数 構成比（％） 項目数 構成比（％） 項目数 構成比（％）

101 22 21.8 77 76.2 2 2.0 0 0.0

57 13 22.8 43 75.4 1 1.8 0 0.0

18 5 27.8 13 72.2 0 0.0 0 0.0

11 3 27.3 8 72.7 0 0.0 0 0.0

8 1 12.5 6 75.0 1 12.5 0 0.0

7 0 0.0 7 100.0 0 0.0 0 0.0

15 1 6.7 14 93.3 0 0.0 0 0.0

11 2 18.2 9 81.8 0 0.0 0 0.0

5 0 0.0 5 100.0 0 0.0 0 0.0

28 1 3.6 25 89.3 2 7.1 0 0.0

160 26 16.3 130 81.3 4 2.5 0 0.0

年度計画を計画どおりに実施している。

  (2) 研究に関する事項

年度計画を実施していない。

  (3) 地域貢献に関する事項

  (4) 国際交流に関する事項

  (5) 教員の資質向上に関する事項

　　(2) 評価概要

項目数
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

１　教育研究等の質の向上に関する事項

　(1) 教育に関する事項

年度計画をやや遅れて実施している。

定義

年度計画を上回って実施している。

２　業務運営の改善及び効率化に関する事項

３　財務内容の改善に関する事項

４　自己点検・評価及び情報公開に関する事項

５　その他業務運営に関する事項

合　　計



第３　事業の実施に係る項目別評価概要
　１　大学の教育研究等の質の向上に関する目標

　　(1) 教育に関する目標
　　　　ア　学部教育に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) NO.

中期目標

①工学の各分野に対する高い関心と基礎的な学力を持ち、将来国内外の社会において活躍したいと考える向上心のある学生を受け入れる。あわせて、社会
人にも門戸を開き、働きながら学ぶ意欲のある学生を積極的に受け入れる。

ｄ　広報委員会で進路説明会、高校訪問等の
入試広報計画を立て、併せて専門部会を立ち
上げることについて検討する。

専門部会を６月４日に立ち上げ、本学に合っ
た広報計画等を協議し、その結果を広報委員
会で報告する仕組とした。 Ａ 6

4

ｃ　各説明会においてアンケート調査を実施
し、その結果を検証する。

オープンキャンパスや高等学校教員対象説明
会でアンケートを実施し、その結果を委員会
で検討した。 Ｂ

・別添資料「アン
ケート調査結果概
要」参照

5

①-2　学生募集活動を強化するために広報
委員会に専門部会を設けるとともに、オー
プンキャンパスや説明会の開催等を積極的
に展開する。

ａ　オープンキャンパス（２回）及び高等学
校教員対象の説明会を引き続き実施する。

７月２７日、１０月２６日の２回、オープン
キャンパスを実施し、８７３人の高校生、保
護者等が参加した。また、７月２７日のオー
プンキャンパス時に高等学校教員対象説明会
を行い、県内外４１校の教員が参加した。 Ｂ 3

ｂ　県内公立４大学による合同大学説明会を
開催する。

６月１５日に前橋市民文化会館で実施し、高
校生、保護者、教員など６００人が来場し
た。 Ａ

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1　「入学者受入方針（アドミッショ
ン・ポリシー）」に基づき、入学者選抜を
行う。また、毎年入試結果について検証を
行い、検証結果を公表するとともに必要な
改善を行う。

ａ　「入学者受入方針（アドミッション・ポ
リシー）」を全面的に修正、改訂した。引き
続き大学のホームページ、学生募集要項等で
公表するとともに、オープンキャンパスや高
等学校教員対象の説明会などの機会もとら
え、積極的に周知する。

受験生や高等学校の教員を積極的に受け入
れ、各会場で行われる進路説明会、オープン
キャンパス、高等学校教員対象説明会などを
利用し、アドミッション・ポリシーを積極的
に周知した。 Ａ

進路説明会・大学
見学受け入れ、出
張講義等を６３回
実施
・評価指標①「学
部の入学定員充足
率」＝１１２．
７％

1

ｂ　入試方法及び各試験分類別の結果を検証
するとともに、大学への要望、他大学の状況
を検討し、その結果に基づき、継続、見直
し、廃止等を進める。

思考力・判断力・表現力を重視した本学独自
の個性的な選抜方法の検討を行うに当たり、
情報収集として入試委員会に他大学の入試資
料を提示した。 Ｂ 2



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

Ａ 11

ｂ　語学科目の充実について検討した内容を
検証し、課題を検討する。

平成２６年度において語学(英語)科目の開講
数を増やした。さらに、平成２７年度におい
ては、英語Ｅ（英語によるプレゼンテーショ
ン能力の養成）の開講数を増やして語学科目
の充実を行うこととした。

Ａ
英語年間開講数
Ｈ25　　Ｈ26
27コマ→33コマ
英語Ｅ
Ｈ26　　Ｈ27
2コマ →4コマ

12

ａ　用意した各科目について、履修状況等を
検証し、必要があれば科目の追加及び変更を
行う。

平成２６年度までの履修状況や単位修得状況
を踏まえて、平成２７年度カリキュラムにお
いて科目の変更・追加（微分積分学Ⅰを２単
位から４単位へ、物理学を２科目（Ⅰ、Ⅱ）
から４科目（Ⅰ～Ⅳ）へ）を行った。

中期計画 年度計画 業務の実績

ｄ　総合デザイン工学科の社会人選抜制度を
継続するとともに、応募状況を検証し、より
適切な試験方法を検討する。

総合デザイン工学科の入試区分の見直しを図
り、特別選抜試験後期日程を追加し、同学科
の全体志願者数が２２６人から３８２人へ増
加した。 Ａ

・別添資料「平成
２７年度入学試験
実施概要」参照 10

中期目標

②学部の基礎教育においては、幅広い教養を養い、豊かな人間性を育む。

8

ｃ　昼間時間帯に総合デザイン工学科科目を
開設する。

５時限に総合デザイン工学科の専門科目を開
設した。

Ｂ
Ｈ26受講者数
前期　10人
後期　36人 9

①-3　総合デザイン工学科では、社会人の
受け入れのために夜間及び土曜日の開講を
継続し、社会人募集を積極的に行う。ま
た、就学者の実情に合わせて、昼の時間帯
への授業時間の拡充を検討する。

ａ　総合デザイン工学科において社会人の受
講状況や卒業状況を検証し、課題を検討す
る。

総合デザイン工学科において、社会人の履修
状況や卒業状況を検証し、継続して課題の検
討を行った。 Ｂ 7

ｂ　県内企業等へのアンケートを実施し、社
会人教育のニーズを調査する。

前橋商工会議所の会員を対象に社会人教育の
ニーズについて調査を実施した。

Ｂ

中期計画 年度計画 業務の実績
②-1　基礎教育科目においては、専門技術
者として必要な工学基礎科目に加え、人文
科学科目、社会科学科目及び語学科目を充
実させて、幅広い人間力を育む教育を行な
う。



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

18

③-2　企業等との連携やインターンシップ
の充実を図り、学生の市内への就職を促進
する。

ａ　引き続き、市内企業等でのインターン
シップにより学生に市内企業等での就業を経
験させ就職を促す。そのための市内企業等へ
の訪問を行い、積極的な受け入れを依頼す
る。

キャリアセンター運営委員及びキャリアセン
ターコーディネーターにより企業訪問を実施
し、インターンシップの受け入れ及び求人の
お願いを行った。また、群馬県建設業協会を
通じて継続した市内企業への受け入れについ
てお願いした結果、Ｈ２６年度インターン
シップ受け入れ企業（行政を含む。）４１社
中、うち市内企業１６社（３５％）の受け入
れがあった。

Ｂ

参加学生１０４人

【参考】H２５年度
受け入れ企業（行
政含む。）４０社
うち市内企業（行
政含む。）１７社
（４３％）
参加学生数９７人

17

ｂ　市内企業等との公募型共同研究に学生を
参画させ、企業への就職につなげる。

②-2　基礎教育科目の充実を効率的に進め
るため、県内公立４大学等の連携に基づき
それぞれの長所を生かした単位互換を進め
る。

ａ　単位互換を充実させるための方策を検討
する。

平成２６年度後期において２人の学部生が群
馬大学の単位互換科目の履修を行った。

公募型共同研究の結果、これまでに、研究に
加わった４人の学生が共同研究先の東証一部
上場企業等に就職した。今年度も１２社の企
業との公募型共同研究を実施した。 Ａ

15

ｂ　学生の授業に関する要望を調査できるよ
う、授業評価アンケートの項目を点検し、課
題に対応できる修正を行う。

アンケート項目を一部修正し、平成２６年度
前期にアンケートを実施した。来年度実施の
アンケートについては、質問項目の全面改定
を含め検討を行うこととした。 Ｂ

・別添資料「アン
ケート調査結果概
要」参照 16

中期目標

③学部の専門教育においては、技術革新や価値観の多様化等の社会環境の変化に柔軟かつ的確に対応できる能力を培い、卒業後、市内産業分野をはじめと
して社会の様々な分野で専門技術者として指導的役割を担うことができる人材を育成する。

中期計画 年度計画 業務の実績
③-1　学生に、専攻分野ごとの履修モデル
を明示し、系統的な学習を進めやすくする
とともに、カリキュラム構成は常に点検
し、標準修業年限である４年ごとに見直し
を行う。

ａ　学生へ履修モデルに基づく指導がなされ
ており、修業年限で学生が系統的な学習を進
められてるか確認する。

各学科において履修モデルに基づく指導を
行っているが、履修モデルの標記がバラバラ
であったため、各学科で見直しを行い、履修
モデルの統一を行った。 Ｂ

Ｂ 13

ｂ　検討結果に基づき、引き続き県内の私立
大学との単位互換について検討する。

在学生を対象に単位互換に関するアンケート
を実施し、私立大学との単位互換を含め、他
大学との単位互換について検討を行った。 Ｂ 14

中期計画 年度計画 業務の実績



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

授業評価アンケートを集約して教員に配布
し、コメントを提出させた。 Ｂ 25

Ｂ 23

④-2　毎年度、授業評価アンケートを行
い、その結果を踏まえて授業内容の改善を
行い、教育の質を高める。

ａ　授業評価アンケートを前期に実施する。 学部と大学院の前期開講科目を対象に授業評
価アンケートを実施した。 Ｂ 24

ｂ　授業評価アンケートの結果を検証し、教
員からのコメントを提出させる。

Ｂ 21

ｂ　ホームページや学生便覧で明示した学科
の教育目標や授業目標を基に各学科が学生に
わかりやすく説明ができているか検証する。

オリエンテーションやガイダンス、授業等に
おいて教育目標や授業目標を学生に説明でき
ているか各学科で確認した。 Ｂ 22

中期計画 年度計画 業務の実績
④-1　学生に対して提示する教育目標及び
講義、実習等の学習計画（シラバス）をよ
り分かりやすいものとし、一人一人の学生
が、授業や実習の内容、到達目標、成績評
価基準等をしっかり把握して、効果的な学
習ができるようにする。

ａ　学科のカリキュラムが教育目標を達成す
るものか検証を行う。

各学科のカリキュラムが教育目標を達成でき
るカリキュラムであるかの検証を行い、平成
２７年度カリキュラムの改正を行った。

ｃ　学生にわかりやすく工夫してシラバスが
作成され、常に講義に合わせて更新されてい
るか検証し、問題点の改善を行う。

各学科が作成したシラバスについて教務委員
会で確認し、本学ホームページへ掲載した。

ｂ　授業評価アンケート等を踏まえ、授業内
容を改善する。

実施したアンケート結果については、ＦＤ委
員会を通じて各教員へ配付し、その結果を踏
まえて各教員が授業内容の改善を行った。 Ｂ

・別添資料「アン
ケート調査結果概
要」参照 20

中期目標

④学生の効果的な学習活動を支援するため、全ての学科において入学時から卒業までのカリキュラムの明確な体系化を行い、教育の質の向上を図る。

中期計画 年度計画 業務の実績
③-3　教員が学会等に積極的に参加し、最
新の技術に関する知識を身につけ、講義等
において学生に還元する。

ａ　引き続き教員の学会等への参加を奨励
し、情報収集を行う環境を整備する。

教員の学会参加については、積極的な参加を
奨励している。

Ｂ 19



自己評価 補足事項(実績等) NO.

28

⑤-3　学生へのＴＯＥＩＣ受験を奨励し、
英語力の向上を図る。

ａ　ＴＯＥＩＣ及びＴＯＥＩＣ ＩＰをキャ
リアセンター単位認定科目とし実施する。そ
の結果を検証し、平成２８年度以後の取り組
みについての検討を行う。

本年度よりキャリアセンター単位認定科目と
して履修できるよう実施した。キャリアセン
ター運営委員が学生に対して積極的なＴＯＥ
ＩＣ受験を推奨し、併せて後援会の支援によ
り受験料の一部補助を行った。中期目標達成
指標であるカレッジＴＯＥＩＣ平均受験者数
の目標数値は下回っているが、公開テストを
含めると延べ１３２人が受験した。

Ａ

受験者数１３２人

・評価指標③「カ
レッジＴＯＥＩＣ
の受験者数」＝４
５人

27

ｂ　ＴＯＥＩＣの取扱方法の統一後の検証を
行う。

平成２６年度入学生からＴＯＥＩＣの取扱方
法の統一を行ったが、単位認定申請者はいな
かったため、引き続き検証を行う。 Ｂ

・評価指標③「カ
レッジＴＯＥＩＣ
の受験者数」＝４
５人

Ａ 26

⑤-2　学内の各種の委員会の構成員に基礎
教育センターの教員を含めるなどして、本
学の教育研究に基礎教育センターの意見を
取り込める体制を作る。

（計画達成）

-

中期計画 年度計画 業務の実績
⑤-1　専門教育科目の理解を深めることに
直結する数学及び物理については、より効
果的な成果が得られるよう教育手法を常に
検証する。

ａ　学科共通のカリキュラムを作成し、平成
２７年度から実行できるか検討を行う。

数学及び物理に関して講義科目の一部を改
編・新設し、それを含め平成２７年度より学
科共通のカリキュラムを実施することを決定
した。

中期目標

⑤学生の基礎的能力を強化することを目的に、初年次教育科目及び基礎教育科目の充実を行い、これを担う「基礎教育センター」の体制を強化する。



自己評価 補足事項(実績等) NO.

Ｂ

・別添資料「就職
活動体験報告書」
参照

33

ｂ　過去の就職状況などを検証し、必要な改
善を行う。

学生の就職活動の様々な情報を管理する「就
職活動体験報告書」を活用して各学科におい
て学生への情報提供を行った。また、キャリ
アセンターホームページへＯＢ・ＯＧからの
アドバイス（メッセージ）を掲載して在学生
の就職活動の参考とした。

31

ａ　引き続き業務委託を行い、コーディネー
ター（就職相談員）を配置し、学生の就職活
動を支援する。

常勤のコーディネーターを配置して学生への
支援を行った。業務委託先（就職支援企業）
からのノウハウや情報を共有して積極的な支
援を行うことができた。 Ｂ

・評価指標④「学
部の学生の就職
率」＝９９．４％ 32

⑥-2　キャリアセンターは、キャリア支援
プログラムが時代の変化に対応したものに
なるように教務委員会と協力し、また、学
生の社会の中での実践活動を支えるため地
域連携推進センターと協力する。

ａ　地域連携推進センターの実施事業等の中
で学生が積極的に活動できる事業を構築す
る。

こども科学教室をはじめとする地域交流活
動、研究活動への補助に学生の積極的な参加
をさせることができた。平成２６年度のこど
も科学教室では、前年度を大幅に上回る２，
９２７人の参加者を得るとともに、参加者の
アンケート結果では、学生の親切な対応等に
多くの好感意見がみられた。これらの成果に
より、地域貢献に寄与するとともに、本学の
イメージアップを図ることができた。

Ａ

こども科学教室の
参加人数
２，９２７人
前年度は、
１，７００人

30

ｂ　キャリア支援教育に関する研修受講や地
域連携推進センター開催事業について積極的
に参加する。

キャリア教育支援に有効なものについてキャ
リアセンター運営委員へ情報提供（ビジネス
交流会、就活セミナー、イノベーションア
ワード及び就職相談会等）を行い、学生への
周知及び指導を行った。

Ｂ
⑥-3　就職相談業務を専門業者に委託し、
学生の就職活動を的確に支援できるようす
る。

⑥-1　キャリアセンターを中心とし、職業
に対する意識の向上、コミュニケーション
能力の開発、社会へ出ていくための実践力
等の育成につながるキャリア支援プログラ
ムを構築する。

ａ　前年度実施したキャリア支援・就職支援
プログラム（セミナー）を見直し、よりよい
支援プログラムとするため、他大学等の状況
も調査する。

就職活動の時期の繰り下げによるキャリア支
援プログラムの見直しを行った。前期を事前
準備期間とし、後期を就活実践に関するプロ
グラムで構成した。また、当初の支援プログ
ラムの他に県内大学ネットワークを活用して
他大学の状況を調査し有効な支援策や就職情
報支援会社の無料セミナーを取り入れた。

Ａ

10/1　ＳＰＩ試験
対策セミナー
1/28　ﾌﾞﾗｯｸ企業
対策ｾﾐﾅｰ
2/4　就活選考直
前講座

29

中期目標

⑥学生の卒業後の進路を考慮し、キャリア支援教育を重視したカリキュラムを編成して実施するとともに、学生の就職に係る相談及び支援の体制を強化す
る。

中期計画 年度計画 業務の実績



自己評価 補足事項(実績等) NO.

ｃ インターンシップの統一的な取組につい
てマニュアル化し、円滑な事務推進を行う。

事務マニュアルや書式のフォーマットを見直
し、各学科共通の利用について改めて協議を
行った。また、実施するための事務について
も共通化することにより、円滑な事務が実施
できた。

Ｂ 38

ｂ 各学科、教員個人等が保有する情報等も
活用してインターンシップ受入企業の更なる
拡大を図る。

各学科キャリアセンター運営委員を中心に、
学科毎に受入企業の拡大に努めており、学生
の夏季休業期間にコーディネーターと運営委
員が県内企業を訪問し、受け入れをお願いし
た。また、効率的な受け入れのため、本年度
は群馬県建設業協会と協議を行い来年度以後
の受け入れについてもお願いした。

Ｂ 37

就職の実績がある県外の大学及び県内大学
ネットワークを通じて学生へのキャリア支援
教育に有効な支援内容を検討し、キャリア支
援・就職支援プログラムへ反映させた。 Ｂ 35

⑥-5　求人側と学生の意識のズレから生じ
る雇用のミスマッチを防ぐため、インター
ンシップの実施を拡大する。また、これに
よる単位認定を推進する。

ａ キャリアセンターを中心に、全学で学生
の就職活動を支援する。

全学科を対象としたインターンシップ直前講
座を開催し、単位認定を行っている学科にお
いても事前の説明及び報告会を実施した。 Ｂ 36

⑥-4　本学卒業生の早期離職を防ぐため、
卒業生の就業状況を把握、分析し、その結
果を反映したキャリア支援教育を行う

ａ 卒業生の就業状況を調査することが可能
か検討を行う。可能という結果を得た場合は
その結果を分析し、より良いキャリア支援プ
ログラムの検討を進めるための基礎資料を作
成する。

離職率調査を実施した。（送付９８０人、回
答２１人、回収率２．１４％）卒業生からの
貴重な意見を反映するため、後輩へのアドバ
イスをキャリアセンターホームページに掲載
した。

Ｂ
離職率調査：送付
９８０人、回答２
１人、回収率２．
１４％

34

ｂ 本学と全国的な状況を比較、検討し、そ
の結果をキャリア支援教育に活用する。

中期計画 年度計画 業務の実績



　　　　イ　大学院教育に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) NO.

Ｂ 45

Ｂ 43

ｂ 博士前期課程の学生の学修を支援するシ
ステムが確立されているか検証を行う。

各専攻で単位修得状況を確認し、修学を支援
するシステムが確立されているか検証を行
い、必要に応じて変更を行った。 Ｂ 44

①-2 大学院での研究テーマを大学院の進
学希望者が早い段階から持てるようにする
ため、学部教育の取組を推進する。

ａ 学部教育において、大学院との連携を意
識した指導が実施されているか検証する。

各学科においてガイダンスや授業において大
学院を意識した指導を行った。

ｃ 研究指導教員は、個別指導などを通じ、
常に学生の考えを把握するように努める。

各専攻において研究指導教員は、常に学生の
状況を把握するように努めた。

Ｂ 41

ｄ 大学院の入学説明会等においてアンケー
ト調査を実施し、その結果を検証する。

大学院募集説明会においてアンケートを実施
し、関係委員会で検証した。 Ｂ 42

Ａ

・評価指標⑮「博
士前期課程の入学
定員充足率」＝８
５．４％
・評価指標⑯「博
士後期課程の入学
定員充足率」＝７
５．０％

39

ｂ 作成した大学院単独の案内冊子の内容を
更新する。

アドミッション・ポリシーが記載されている
新たな大学院冊子を作成した。

Ｂ 40

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 大学院についても、「入学者受入方
針（アドミッション・ポリシー）」を公表
し、入学者選抜を行う。また、入学説明会
を実施するとともに、大学の内外に向けて
募集活動を行う。

ａ 「入学者受入方針（アドミッション・ポ
リシー）」を整理修正したので、ホームペー
ジ、学生募集要項等で引き続き公表するとと
もに、卒業研究や入学説明会などの機会もと
らえ、積極的に周知する。

工学部のある全国の大学へ大学院案内冊子や
募集要項を配布した。また、群馬県及び前橋
市へ募集要項を配布し、本学を周知した。

ｃ 大学院受験者層を対象とした入学説明会
を実施する。

７月２７日に開催したオープンキャンパスに
おいて、大学院募集説明会を開催した。ま
た、ガイダンスの際に「大学院進学のすす
め」を工学研究科長が講話した。

中期目標

①独創的な発想力と、研究に対する実行力を持ち、専門分野を極めたいという意欲のある人材を受け入れる。



自己評価 補足事項(実績等) NO.

②-3 博士前期課程の学生をティーチン
グ・アシスタントとして教育補助業務を担
当させ、指導力を養成するとともに、修士
論文の作成に発展させる。

ａ ティーチング・アシスタント制度につい
て、工学研究科会議で定期的な改善の議論を
実施する。

定例会議において、ティーチング・アシスタ
ントに関する議題を取り上げ、ティーチン
グ・アシスタント制度について議論した。 Ｂ 49

47

②-2 博士前期課程の学生に早期の段階か
ら研究の目標及び方向性を見つける指導を
研究指導教員を中心に実施する。

ａ 各専攻ごとの教育課程の編成方針（カリ
キュラム・ポリシー）及び卒業認定・学位授
与に関する方針（ディプロマ・ポリシー）を
確認し、問題点を検討する。

各専攻においてカリキュラムポリシーとディ
プロマポリシーを確認し、問題点について検
討した。 Ｂ 48

②-1 博士前期課程については、専攻分野
ごとの履修モデルと学位の授与基準を明示
し、系統的な学習・研究ができるようにす
る。

ａ 養成する具体的な人材像ごとに作成した
履修モデルを学生が理解しているかを確認
し、課題を検討する。

各専攻の履修モデルが明確に示されていない
ので、各専攻の履修モデルを確認し、統一を
踏まえた検討を行うこととした。 Ｂ 46

ｂ ホームページ等で公表した学位の授与基
準や授与手続が理解できるものか確認し、問
題点を修正する。

学位授与手続に関してフローチャートを作成
するとともに、次年度に手引書を作成し、申
請者や教員に対して公表できるように作業を
開始した。 Ｂ

中期目標

②博士前期課程では、学部教育で培われた教養と専門の基礎能力を、講義や演習等により向上させるとともに、研究に関する能力を養成し、高い専門性を
身に付けた高度専門技術者及び研究者を育てる。

中期計画 年度計画 業務の実績



自己評価 補足事項(実績等) NO.

53

③-3 博士後期課程の学生を国内外の先駆
的・先端的な研究に参画させることによ
り、研究能力を高め、創造力を養う。

ａ 他大学等との連携を推進し、専門講座の
開催により最先端の研究に参画できる環境を
整備する。

企業等の共同研究を通じて、各研究室の学生
及び大学院生を研究に参画させることによ
り、学生の研究能力を高め、想像力を養うこ
とを図ることができた。 Ｂ 54

③-2 博士後期課程にティーチング・アシ
スタント及びリサーチ・アシスタントの制
度を導入することにより、指導力を養成す
るとともに、研究能力を向上させる。

ａ 指導教員の担当講義において、指導教員
の監督下に講義を実施し、学生からのアン
ケートにより評価をフィードバックする。

工学研究科会議でティーチング・アシスタン
トによる講義の実施方法について議論を開始
し、具体的な実施に向けて準備を進めてい
る。学生からのアンケート評価は、できてい
ない。

Ｃ 52

ｂ 人件費を捻出できる外部資金申請に積極
的に関与する。

定例会議等において、外部資金獲得、特に科
研費について申請依頼を繰り返し、申請件数
を増加させることができた。 Ｂ

Ｈ２５年度３３
件、Ｈ２６年度４
０件

50

ｂ 学内シンポジウム終了後の交流会を企画
し、論議の場を提供する。

シンポジウム終了後、基調講演者や本学教員
と学生が参加して交流会を実施し、活発な意
見交換が行われた。 Ｂ 51

中期目標

③博士後期課程では、専門の能力を一層深めるとともに、先駆的・先端的な技術課題に率先して取り組む能力を高め、豊かな創造性と主体性を備えた高度
専門技術者及び研究者を育てる。

中期計画 年度計画 業務の実績
③-1 博士後期課程については、分野横断
型工学研究シンポジウムでの発表等を通し
て、特別研究の発展を図るとともに、国内
外の先駆的・先端的な研究に参画させるこ
とにより、研究能力を高め、創造力を養
う。

ａ 分野横断型工学研究シンポジウムに、関
連教員の講演も組み込み、全学教員に加え社
会人の参加を促す広報を実施する。

分野横断型シンポジウムで本学教員２人の講
演を実施した。社会人の参加を促すため、県
内企業や就職実績のある企業に対し、チラシ
やポスターを配付した。また、関東の工学系
大学院に対しても同じく配付し、本学大学院
の広報を実施した。

Ａ

・評価指標⑦「分
野横断型工学研究
シンポジウムの参
加人数」＝１８５
人



自己評価 補足事項(実績等) NO.

④-3 大学院における教育システムが社会
及び経済の動向並びに時代の要請に対応し
ているかについて、各専攻及び評価・改善
委員会において博士後期課程の標準修業年
限である３年ごとに検証する。

ａ 引き続き、公開シンポジウムやオープン
キャンパス等の大学院を紹介可能な機会を利
用してアンケートを実施し、その結果を分析
する。アンケートは、複数年度にわたって実
施し、時代によりどのように変化するかにつ
いて検討する。

平成２６年７月開催のオープンキャンパスの
大学院説明会において、参加者を対象にアン
ケートを実施した。引き続きアンケートを実
施して意識変化等について、検討を行うこと
を決定した。 Ｂ 57

55

④-2 博士前期課程入学時から博士後期課
程修了までの５年間を通した研究計画を可
能とするシステムを構築する。

ａ ５年間のプログラムで修士（工学）、修
士（生物工学）と同時に博士（工学）を授与
することを可能とするシステムを検討する。

各専攻主任と事務局担当者で問題点の整理を
開始している。工学研究科会議で年度計画に
あるシステムの構築について議論を開始し
た。 Ｂ 56

中期目標

④大学院の教育においては、社会及び経済の動向並びに時代の要請に対応して学部と大学院の入学時からの一貫した教育システムを構築する。

中期計画 年度計画 業務の実績
④-1 学部から大学院博士前期課程までの
６年間を一貫して学習しうる教育プログラ
ムを整備する。

ａ ６年間の大学院の教育プログラムについ
て専攻会議で検討する。

各専攻において６年間の教育プログラムにつ
いて検討を進めた。

Ｂ



　　(2) 研究に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.
②-1 学科を超えた工学研究を進めるため
に、学科間の協力による研究に重点研究費
を配分する。

ａ 学科間協力による研究を対象とするた
め、研究計画書を研究の役割分担が記載でき
るような様式で実施し、その結果を検証す
る。

平成２６年度重点教育研究費（独創的研究活
動費）の申請書の様式を変更し、学科を超え
た共同研究ができるようにした。 Ｂ

学科間共同研究応
募２件、採用１件

61

60

中期目標

②従来の分野別や個別の研究のみにとどまらず、学内共同研究の促進を図る。

中期計画 年度計画 業務の実績

58

①-2 民間企業、他大学、各種研究機関等
との共同研究に積極的に取り組む。

ａ 地域連携推進センターを中心に企業との
連携を深め、共同研究の充実を図る。

共同研究について、平成２４年度３件（ほか
公募型共同研究１１件）、平成２５年度２０
件（うち公募型共同研究１３件）、平成２６
年度は２６件（うち公募型共同研究１２件）
の契約及び研究を実施し、共同研究の充実を
図ることができた。

Ａ 59

ｂ 教員の研究分野、研究業績と共に学内の
ノウハウやアイデア（シーズ）等をホーム
ページ等を通じて公表し、企業等に対し、本
学の情報を発信する。

本学ホームページに学内シーズを掲載し、ま
た、群馬産学官金連携推進会議等でシーズ集
をパネル展示し、積極的に情報を発信した。 Ｂ

中期目標

①基礎から応用に至る幅広い研究を展開し、その成果を社会に還元することにより、持続可能な社会の発展に貢献する。

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 環境共生技術及び生命工学技術に係
る教育研究を深めることにより、持続可能
な社会の発展に貢献する。

ａ 商工会議所、前橋市役所等を介したパブ
リシティーを実施する。県内就職実績のある
企業にポスター等を郵送する。

本学教員や大学院生の研究を発表する分野横
断型シンポジウムのポスターやチラシを作成
し、県内企業や就職実績のある企業へ郵送し
た。 Ｂ



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

67

ｃ 群馬県地域共同リポジトリを通じ、論文
掲載が可能か検討する。

群馬県地域共同リポジトリの活用は、図書館
を通じて可能となっているので、今年度は研
究紀要掲載の論文を中心に掲載内容を検討
し、掲載準備を行った。 Ｂ 68

65

③-2 教員の学術団体の論文集への掲載件
数を増やすとともに、その掲載状況につい
て大学のホームページで公開する。

ａ 平成２６年度の実施結果に基づき、さら
に適正な方法で論文数等について評価に反映
させる。

教員人事評価を本格実施するに当たり、論文
実績が適切に反映されるように評価基準を改
正した。 Ｂ 66

ｂ 引き続き、論文発表等の実績があり、か
つ、教育及び研究に意欲のある教員を積極的
に採用する。

教員の採用に当たっては、教員審査委員会及
び教員資格審査で論文数等の確認を行うとと
もに、全教員による教員審査で教育歴や論文
数等を確認した。 Ｂ

中期目標

③各種研究の成果等の情報を集積し、それを積極的に学外に発信する。

中期計画 年度計画 業務の実績
③-1 学位論文の概要、審査概要等を大学
のホームページで公表する。

ａ ホームページでの公表を実施するととも
に、公開方法について検討する。

平成２５年度博士学位論文については群馬県
地域共同リポジトリへ掲載しており、平成２
６年度博士学位論文についても引き続き共同
リポジトリへ掲載を行った。 Ｂ

②-3 学内に学科や専攻の枠を超えた教員
の研究チームを構築し、学内共同研究を進
める。

ａ 研究委員会を中心に、教員の研究テーマ
について整理し、学内共同研究が進められる
環境整備について検討する。

研究者総覧の作成時に各教員の研究キーワー
ドを収集した。これを基にして活用方法を検
討した。 Ｂ 64

Ａ 62

ｂ 全教員が参画できるように基調講演者の
選定、開催時期の検討を行う。

シンポジウム運営委員会を２回開催し、全教
員が参画できるように基調講演者の選定、開
催時期の検討を行い、１２月に実施した。 Ａ 63

中期計画 年度計画 業務の実績
②-2 大学院工学研究科環境・生命工学専
攻（博士後期課程）の分野横断型工学研究
シンポジウムの開催を軌道に乗せ、学内共
同研究のノウハウやアイデアを発掘する。

ａ 分野横断型工学研究シンポジウムの開催
時間を延長し、学内教員からの講演を加える
よう検討する。また、シンポジウム終了後の
交流会を企画する。

学内教員２人の講演を実施した。また、シン
ポジウム終了後に基調講演者や本学教員、学
生が参加し交流会を行った。



自己評価 補足事項(実績等) NO.

④-3 群馬大学等の他大学及び研究機関、
民間企業、前橋市及び群馬県等の行政機
関、前橋商工会議所等の各種団体との連携
を強化する。

ａ 群馬大学、前橋市、群馬県、前橋商工会
議所等との連携に係る意見交換を進める。

産学連携フォーラム（４/１７）、群馬産学
官金連携推進会議（７/７）の開催や、市・
商工会議所との情報交換会（７/１４）、産
学官金連携促進セミナー（１０/１０）、産
学官金連帯フェスタ（１１/１０）、産学連
携協定締結金融機関等意見交換会（１１/２
７）、（２/４）への出席等を通じ、意見交
換を進めることができた。

Ｂ 71

69

④-2 産官学連携による学内外との組織的
研究の成果について相互に利用するネット
ワークを構築し、活用する。

ａ 地域連携推進センターを中心に、公募型
共同課題研究プロジェクトの成果を発展させ
る産学官連携事業のあり方について検討す
る。

市産業政策課と来年度の公募型共同研究につ
いて検討し、本学のマッチング機能を産学連
携に活かすため、来年度も継続することと
なった。 Ａ 70

中期目標

④産官学連携による学内外との組織的研究を積極的に実施する。

中期計画 年度計画 業務の実績
④-1 公募型共同課題研究プロジェクトを
推進し、その成果を活用する。

ａ 引き続き、前橋市及び地域企業と協力
し、公募型共同課題研究プロジェクトを実施
する。

平成２６年度も公募型共同研究事業を募集
し、採択した１２社と契約・研究を実施し
た。公募型共同研究の実績としては、平成２
４年度から平成２６年度までの３か年におい
て、共同研究を行った企業は１８社であり、
うち、特許出願が８件、実用化が５件、国の
補助金に展開したものが４社であった。ま
た、本学の研究代表者は１８人であり、学会
発表については、口頭発表が１５件、査読付
き学会誌論文が５編の計２０件であった。以
上のように、企業・本学ともに大きな成果を
あげることができた。

Ａ



自己評価 補足事項(実績等) NO.

⑤-3 科学研究費補助金等の外部資金申請
件数等を教員評価に反映する。

ａ 科学研究費補助金等の外部資金申請件数
を評価に反映した教員人事評価を平成２６年
度に本格実施する。

教員人事評価を本格実施するに当たり、科学
研究費以外の外部資金が反映されるように評
価基準を改正した。 Ｂ 75

⑤-2 教員研究費の配分については、外部
資金の確保努力等を考慮し、新たな配分方
法に改善する。

ａ 引き続き、科学研究費補助金の応募を行
わない教員への教員研究費（一般）の配分方
法を検討する。

他大学の状況等も参考にしながら、配分方法
を検討し、平成２７年度に新方式を実施する
こととした。 Ｂ 74

72

ｂ 引き続き、教員の科学研究費補助金申請
を支援するための方策を検討する。

重点教育研究費（独創的研究活動費）を科学
研究費の採用支援用研究費とする方向で検討
した。 Ｂ

・評価指標⑨「科
学研究費補助金の
採択件数（新規・
継続・分担を含
む。）」＝２４件

73

中期目標

⑤研究活動の向上を目指し、科学研究費補助金等の競争的資金の獲得拡充を図る。

中期計画 年度計画 業務の実績
⑤-1 外部資金の獲得に全学で取り組み、
文部科学省科学研究費補助金等の確保に努
める。

ａ 引き続き、外部講師による科学研究費補
助金応募説明会を開催し、科学研究費補助金
の応募率向上を目指す。

日本学術振興会の講師派遣制度を利用し、９
月１７日に外部講師による研修会を実施し
た。また、１０月１日に内部講師による研修
会を実施した。 Ｂ

・評価指標⑨「科
学研究費補助金の
採択件数（新規・
継続・分担を含
む。）」＝２４件



　　(3) 地域貢献に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) NO.

・評価指標⑩「連
携による公開講座
の参加者数」＝２
２２人

78

ｃ 大学の市民開放を進めるため、大学を会
場とする公開講座等を１０回程度実施する。

大学の市民開放を進めるため、富岡世界遺産
会議、公募型研究成果発表会、こども科学教
室、学園祭こども科学教室、公開講座、専門
講座を開催した。富岡世界遺産会議は、上毛
新聞社と本学の共催により本学において開催
し、世界的に活躍する建築家の隈研吾氏（東
京大学教授）と本学教授３人による講演を通
し、約３００人の参加者が製糸場周辺の将来
像や近代化遺産を生かしたまちづくりについ
て考える機会とすることができた。本会議
は、これまでに本学開催を含め５回上毛新聞
社と県内大学との共催により開催されたが、
他大学開催時の参加者数はいずれも１３０人
～２００人ほどであり、本学における開催時
に最大の参加者を迎えることができた。

Ａ

・評価指標⑩「連
携による公開講座
の参加者数」＝５
１２人（富岡世界
遺産会議３３０人
を含む。）

※公開講座は、
Ｈ２５年度７講座
（金曜1回・土曜6回）

Ｈ２６年度５講座
（金曜3回・土曜2回）

社会人が参加しや
すいようにするた
め、平日開催を増
やした。

79

76

①-2 他の教育研究機関とも連携して、市
民を対象とする公開講座を積極的に開催す
るとともに、既に市民向けに開放している
図書館のほか、大学機能の市民開放に努め
る。

ａ 協定を締結している各機関の協力関係を
確立して相談活動を強化する。

協定を締結している各機関のイベントに参加
して、相談活動を行うことができた。
参加実績：きりしんビジネスマッチングフェ
ア（１０月１７日）、東和新生会ビジネス交
流会（１１月１５日）、ものづくり技術展示
商談会inぐんま（２月３日・４日）

Ｂ 77

ｂ 産学官連携拠点としての課題の洗出しを
行う。

４月１７日に本学で産学連携フォーラムを開
催し、地域総合経済団体である前橋商工会議
所と本学教員とが、産学連携についての情
報・意見交換を行った。 Ｂ

中期目標

①地域の教育機関、周辺大学、産官学の連携を通して、地域社会への貢献を果たし、地域の活性化を図る。

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 地域の民間企業や教育機関との連携
を強化して、共同研究、アドバイザー、講
師派遣等様々な形で、地域社会の求めに対
応できるようにする。

ａ 群馬産学官連携推進会議の主催などによ
り、地域の産業界及び教育機関との連携を推
進する。

群馬産学官金連携推進会議（７月７日）では
本学のブース展示や、パネルディスカッショ
ンのコーディネーターを務めるなど、大学の
存在感を高めることができた。 Ｂ



自己評価 補足事項(実績等) NO.

ｄ　地域連携推進センターのＰＲを図る。 地域連携推進センター主催事業の大学開催を
進め、大学とセンターのＰＲを図った。

Ｂ 84

・評価指標⑪「官
公庁における委
員・評議員等の
数」＝１３３人

82

ｃ 地域課題の解決に貢献するため、地域課
題研究の効果的な実施方法について検討す
る。

平成２６年度は、公募型共同研究事業の小規
模型として、技術開発課題を募集し、採択さ
れた技術開発２課題、地域課題４課題、予備
課題１課題、合計７課題の研究に着手した。
うち、地域課題については、前橋商工会議所
が主催する「まちなかキャンパス」において
成果発表を行い、前橋商工会議所との連携を
強化するとともに、研究成果を市民に還元す
ることができた。

Ａ 83

80

②-2 前橋市をはじめとした地方公共団体
や国等の政策形成へ積極的に参画するとと
もに、地域のまちづくりや民間企業に対す
るアドバイザー機能を強化する。

ａ 公立大学としての機能や価値を地域での
活動に活用する。

教員が前橋市をはじめとした地方公共団体の
各種委員等に就任するなど、公立大学として
の機能や価値を地域での活動で発揮した。 Ｂ 81

ｂ 国や地方公共団体の審議会等に積極的に
参画する。

教員が国や地方公共団体の依頼に基づき、審
議会等に積極的に参画した。

Ｂ

中期目標

②地域のシンクタンクとして「地域連携推進センター」の役割を高める。

中期計画 年度計画 業務の実績
②-1 地域連携推進センターがシンクタン
ク機能をもてるように、民間企業との共同
研究成果等を蓄積して、地元企業の問題解
決に応えられるようにする。

ａ 地域のニーズを調査、分析し、その結果
を地域連携推進センターの機能強化に活用す
る。

コーディネーターを中心として、積極的に企
業訪問及び技術相談を行い、本学教員との
マッチングを随時行った。 Ｂ



自己評価 補足事項(実績等) NO.

　　(4) 国際交流に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) NO.

87

①-2　教員の海外研修事業を強化する。 ａ 重点研究費（海外短期研修費）の配分方
法を検討する。

重点教育研究費（独創的研究活動費）の改編
の検討にあわせ、外部資金取得（応募含
む。）等を応募条件とした。 Ｂ

・評価指標⑫「教
員の海外研修（国
際学会等への参加
を含む。）参加者
数」＝３５人

88

中期目標

①研究と教育における多様な価値観を共有し、国際的な貢献を果たすため、世界各国の大学、研究機関等との教員相互の連携と交流をさらに深めていく。

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 国際交流は、教員個人の研究交流の
中から、必要なものを大学の事業とし、積
極的に取り組む。既に連携している北京工
業大学と平成２４年度に協定を締結した吉
林建筑工程学院建学院との交流は、相互交
流を持続する。

ａ 学生の要望を踏まえ国際交流に関する情
報を収集し、大学としての交流事業の地域的
多様性について検討する。

一部の教員から欧米との交流の話があり、今
後に向けて検討を継続することとなった。

Ｂ

・評価指標⑫「教
員の海外研修（国
際学会等への参加
を含む。）参加者
数」＝３５人

Ａ 85

ｂ キャリア支援教育の中で社会参加への重
要性を講義し、さらに、学生が地域貢献活動
に参加できる機会を提供する。

キャリア形成セミナーや経営者による特別講
演会等を開催し、学生へ積極的な参加を促し
た。また、群馬イノベーションアワードへの
協賛、本学、前橋国際大学及び高崎商科大学
の３大学共催による群馬イノベーションミー
ティングを開催し、学生のキャリア形成の支
援を行った。また、地域貢献活動の一環とし
て、学生消防団の設立に向け検討を行い、平
成２７年度に設立することとなった。

Ｂ 86

中期計画 年度計画 業務の実績
③-1 前橋市や群馬県が行う事業に、教職
員も学生も積極的に参加・協力し、地域社
会の一員としての責任を果たし、地域貢献
する。

ａ 引き続き、前橋市の「やる気の木」事業
や群馬県の「インターカレッジ」等に大学と
して積極的に参加する。

群馬県、前橋市等が行う事業に積極的に参加
するよう周知した。特に、「やる気の木」事
業では、ラジオ放送番組に参加したり、映画
製作では主役を務めるなど積極的に学生が活
躍した。

中期目標

③地方自治体等が行う各種事業に、大学として積極的に参加することにより、学生の地域貢献に関する意欲を喚起する。



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

91

②-2 学生の交換留学について、アジア地
域での新たな交流大学を開拓するととも
に、留学生の受入れ方策について、検討を
行う。

ａ タイ王国カセサート大学との交換留学を
開始し、派遣・受入条件に係る協議を行う。

年度当初にタイからの受入れについては協議
中であったが、先方の事情でキャンセルと
なった。しかし、今後の受け入れに向けて再
調整中である。派遣については、外務省等の
タイ国内の動きに係る注意喚起により、平成
２６年度については派遣中止を決定した。

Ｂ 92

②-1 既に交流のある北京工業大学との間
では今後も継続して交換留学を実施してい
くとともに、教員間での共同研究が開始さ
れている吉林建筑工程学院城建学院との間
で学生の交換留学の制度化を図る。

ａ 北京工業大学等の大学に本学大学院生３
人程度を派遣し、北京工業大学等の大学から
学生３人程度を受け入れる。

北京工業大学へ大学院生２人を派遣し、北京
工業大学の大学院生２人の受け入れを行っ
た。 Ｂ 90

ｂ 吉林建筑大学城建学院との間での学生交
流を具体化するための協議を行う。

教員間での共同研究で取り組んだ教科書作り
を促進しており、今後、学生交流のあり方に
ついて検討を継続する。 Ｃ

89

中期目標

②国際交流のさらなる活性化のために、従来から実施してきた中国からの留学生の受入れを継続的に行うとともに、他のアジア諸国からの留学生も積極的
に受け入れる。

中期計画 年度計画 業務の実績

中期計画 年度計画 業務の実績
ｂ タイ王国カセサート大学に教員を派遣す
る。

外務省等のタイ国内の動きに係る注意喚起に
より、センター会議において平成２６年度に
ついてはセンター事業としては、派遣中止を
決定したが、社会環境工学科のセンター委員
がカセサート大学を訪問した際に、同大の担
当教員と今後の交流事業のあり方について相
談を行った。

Ｂ



自己評価 補足事項(実績等) NO.

　　(5) 教員の資質向上に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) NO.

95

中期目標

①教員が高い意識を持って、教育や研究だけでなく地域貢献にも積極的に取り組む体制を構築する。

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 総合的な教員評価システムをきちん
と整備し、その中で、教職員の地域貢献に
ついても評価対象とする。

ａ 教員による地域貢献の重要性について周
知するとともに、どのような地域への貢献事
例があるか照会を行う。

教員人事評価制度に教員の地域貢献について
の項目を設け、評価の対象としている。

Ｂ

93

③-2 優秀学生の海外留学について後援
会・同窓会の支援が得られるよう協議を行
う。

ａ 今後具体的にどのように進めていくかに
ついて、同窓会・後援会と協議しながら進め
ていく。

新たに後援会で海外留学支援（語学研修、海
外インターンシップ）をする学生へ支援する
ことが決まり、３人が短期留学を行った。 Ａ

支援額：１人上限
１０万円

94

中期目標

③異文化との交流を通じて国際感覚やコミュニケーション能力の向上を図るため、学生を積極的に海外の大学や研究機関等に派遣する。

中期計画 年度計画 業務の実績
③-1 海外での語学研修のため学生を引き
続き派遣する。（モナッシュ大学付属語学
学校（オーストラリア））

ａ 次年度以後の語学研修の必要性及び存続
性について協議していく。

英語圏への語学留学は、必要不可欠であるこ
とから、今年度４人がモナッシュ大学付属語
学学校へ語学研修に参加した。 Ｂ



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

97

ｂ 平成２６年度の授業参観の実施内容を検
証し、全教員が他の教員が行っている授業を
参観できるように見直す。

全教員が参観できるよう、実施時期等を検討
し、授業参観を実施した。

Ｂ 98

中期目標

③教員の教育力の向上を目的とした研修等の取組を、組織をあげて積極的に行う。

中期計画 年度計画 業務の実績
③-1 毎年度、学長を中心に学内におい
て、教員の教育力向上のための研修計画を
立て、これに基づき教員相互による授業参
観や各種の研修会等を実施する。

ａ 平成２６年度の結果を検討し、引き続き
教育力向上のための年間研修計画を立案し、
実行する。

年度当初にＦＤ（ファカルティ・デベロップ
メント）に関する年間研修計画を立案し、本
年度２人の教員を学外研修に参加させた。 Ｂ

・別添資料「年間
活動計画」参照

②-1 教員採用については公募制により広
く人材を求め、本学の学習教育目標とそれ
に沿った教育実践が実行できる教員を採用
する。

ａ 策定した人事基本方針及び人事計画に基
づき、教員の採用及び昇任を行う。

人事基本方針及び人事計画に基づき、公募に
より教員の採用を行うとともに、昇任基準に
合致する教員の昇任を行った。 Ｂ 96

中期目標

②教員の採用については、公募制の厳正な運用により、大学にとって有用な人材の確保及び育成を図る。

中期計画 年度計画 業務の実績



自己評価 補足事項(実績等) NO.

④-2 新任の助教及び助手に対する任期制
の導入の有無及び導入する場合の方法を平
成２７年度までに検討する。

ａ　引き続き教員の任期制の導入に向けた検
討を行う。

任期制については、教員に対して意識調査を
実施するとともに、経営審議会の委員等に意
見募集を行った。出された意見等を踏まえ
て、制度設計を行い、人事委員会に制度案を
提案し、制度の導入に向けた検討を開始し
た。

Ｂ 101

99

ｂ 本格導入後については、数年間は同内容
での実施をできるだけ継続する。

平成２５年度の試行の際に教員等から出され
た意見を踏まえ、運用の見直しを行い、平成
２６年度から教員人事評価を本格実施した。 Ｂ 100

中期目標

④教員の人事評価制度については、研究の成果や実績だけでなく、教育や地域貢献活動における業績等の幅広い活動実績を総合的に評価できる制度を新た
に構築する。

中期計画 年度計画 業務の実績
④-1 教員の教育及び研究活動について、
新たに総合的教員評価システムを導入す
る。新たなシステムは、自己評価を基礎
に、学生による事業評価、学科の運営管理
に関する貢献度、民間企業との共同研究等
地域社会への貢献度等を評価項目に取り入
れたものとし、平成２５年度に試行を行
い、２６年度から本格導入する。

ａ スケジュールに基づき、教員人事評価を
本格実施する。

平成２５年度の試行結果を踏まえ、平成２６
年度から、教員人事評価を本格実施した。

Ｂ



　２　業務運営の改善及び効率化に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

106

②-3 公立大学法人化により、大学が自主
的かつ自律的な活動を行わなければならな
いことを全ての教職員が自覚し、各自が年
間目標を立て、自己管理する。

ａ 教員人事評価を本格実施する中で、教員
がより明確な目標を設定できるようにする。

平成２６年度から教員人事評価を本格実施し
た。教員等から出された意見等を踏まえて、
運用の見直し等を行った。 Ｂ 105

ｂ 事務職員については、前橋市の人事評価
制度に準じて人事評価を行う。

事務職員については、全員が前橋市からの派
遣職員であるため、前橋市の人事評価制度に
基づいて人事評価を行った。 Ｂ

②-2 グループウェアを活用し、業務に係
る情報の共有化を推進する。

ａ 理事長又は学長の法人又は大学の運営方
針について、より明確化するよう明文化す
る。

学長予定者の運営方針等を確認し、Ｑ＆Ａ方
式で取りまとめた。

Ｂ 104

②-1 教職員を対象とした業務運営に関す
る研修を毎年度開催し、組織に係る役割や
組織におけるルールの周知徹底を図る。

ａ 引き続き全教員を対象とした研修会を実
施し、業務運営の改善や効率化に係る意識改
革を図る。

学外研修に参加した教員による全教員を対象
とした研修会を実施し、先進他大学における
業務改善や効率化に係る有益な情報を共有化
し、意識改革を図った。また、パワハラ等の
職員研修も、全職員を対象に実施した。

Ｂ 103

102

中期目標

②教職員一人一人が、組織における役割を理解し、業務運営の改善及び効率化に向けて取り組む。

中期計画 年度計画 業務の実績

中期目標

①法人の経営及び運営の責任者である理事長と、大学の教育研究の責任者である学長がそれぞれのリーダーシップを発揮し、法人の円滑な経営と大学の教
育研究の発展に努める。

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 法人化の趣旨がきちんと定着するよ
う、理事長と学長は協議し、学内のコンセ
ンサスの形成につとめ、効率的で公正な大
学運営に当たる。

ａ より効率的な業務運営を行えるよう、理
事長及び学長の役割をより明確化する。

理事長と学長のそれぞれの役割については、
全体会議などの場で教員に周知し、法人化の
趣旨が定着するようにしている。 Ｂ



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

110

ｂ 評価・改善委員会を中心に、自己点検評
価を実施する。

大学認証評価の評価基準に基づき自己点検評
価を行った。

Ｂ 111

中期目標

④教育・研究上の基本組織は、社会情勢の変化や時代のニーズに柔軟に対応するため、必要に応じて改組及び改編を検討する。

中期計画 年度計画 業務の実績
④-1 大学の自己点検評価を毎年度１回行
い、社会情勢の変化や時代のニーズに対応
できているかの視点により課題を洗い出
し、必要に応じて学科の改組又は改編を含
めた対応策を評価・改善委員会等で検討す
る。

ａ 大学認証評価に即した評価項目の洗出し
を評価・改善委員会において行う。

大学認証評価の評価基準に基づき自己点検を
行い、大学認証評価に向けた準備を行った。

Ｂ

Ｂ 108

③-3 理事会、経営審議会、教育研究審議
会、教授会及び工学研究科会議の会議内容
については、グループウェアを活用し、会
議結果を教職員に公表する。

ａ 理事会、経営審議会、教育研究審議会、
教授会及び工学研究科会議の会議録を一定期
間グループウェアに登載し、教職員に周知を
図る。

理事会、審議会等の会議資料、会議録等につ
いては、グループウエア（サイボウズ）に掲
載し、全職員の共有化を図った。 Ｂ 109

③-2 理事会等各組織の所管事項を組織規
程等で明確化する。

ａ 種々の組織及び制度の理解が図られるよ
う、説明資料をグループウェアに登載する。

各種規程等や資料等をグループウエア（サイ
ボウズ）に掲載し、全職員による共有化を
図った。

③-1 制度上の要求やコンセンサスの形成
のために、学外の有識者や多くの教職員の
参加を求めて、理事会をはじめ、様々な審
議会や委員会を設置・運営しなければなら
ないが、このことが効率的な大学運営を妨
げたり、迅速な意思決定を阻害したりする
ことのないよう、常に、構成員の意識改革
と運営体制の改善につとめる。

ａ 引き続き常置委員会の適切な運営を行
い、教授会、審議会等の審議が円滑に行える
ようにする。

教授会、委員会等の会議を随時開催し、円滑
な大学運営を行った。

Ｂ 107

中期目標

③簡素で効率的な業務運営が図れる組織体制を構築するとともに、意思決定過程を明確化し、より開かれた組織運営を目指す。

中期計画 年度計画 業務の実績



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

116

⑤-2 事務職員については、市職員の派遣
を削減するため、事務の合理化による必要
人員の削減、業務の外部委託等を進める。

ａ マニュアル等を利用し、担当外でも対応
できるという事務局の姿勢を定着させる。

担当外でも対応できるよう、遅番等窓口対応
マニュアルを随時更新した。

Ｂ 115

ｂ 他大学の事例等も参考に、委託が可能な
事業について的を絞った検討を行う。

図書館業務については、平成２８年度からの
全面委託を決定した。その他の業務委託につ
いては、施設管理上必要な業務委託の一元化
について、検討を行った。 Ａ

・別添資料「図書
館全面業務委託ス
ケジュール」参照

⑤-1 法人に、人員計画や人事方針を立案
するための人事委員会を置く。

ａ 策定した人事基本方針及び人員計画に基
づき、職員の採用、昇任等を実施する。

人事計画に基づき、５人の教員の採用を行う
とともに、定数の範囲内において教員の内部
昇任を行った。教員の採用計画については、
教員の退職に合わせて見直しを行った。 Ｂ 114

113

中期目標

⑤教職員数について、中長期的な視点で人員計画を策定し、業務運営を的確かつ効率的に行うために必要な体制を整える。

中期計画 年度計画 業務の実績

④-2 ④-1の検討結果については、必要に
応じて法人の審議機関に諮り、実行する。

ａ 自己点検評価の結果に基づき改善項目を
洗い出し、必要な改善を行う。

平成２５年度の自己点検評価を基に今後必要
な改善を行うこととした。

Ｂ
・別添資料「自己
点検評価結果」参
照 112

ｂ 平成２６年度の自己点検評価の結果を法
人の審議機関に報告する。

平成２６年度の自己点検評価の結果を法人の
審議機関へ報告した。

Ｂ

中期計画 年度計画 業務の実績



　３　財務内容の改善に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

121

②-1 競争的資金に関する情報を幅広く収
集し、全教員に対して提供する。

ａ 引き続き、科学研究費補助金応募説明会
を実施する。

日本学術振興会の講師派遣制度を利用し、９
月１７日に外部講師による研修会を実施し
た。また、１０月１日に内部講師による研修
会を実施した。 Ｂ

・評価指標⑨「科
学研究費補助金の
採択件数（新規・
継続・分担を含
む。）」＝２４件

120

ｂ 引き続き、競争的資金に関する情報につ
いて、学内のグループウェアや研究委員会を
通じて情報を提供する。

事務局に届いた情報については、文書、メー
ル等により関係教員に情報提供した。

Ｂ

・評価指標⑨「科
学研究費補助金の
採択件数（新規・
継続・分担を含
む。）」＝２４件
・評価指標⑭「外
部資金の金額」＝
４７,５５１千円

119

中期目標

②自主的かつ自律的な大学運営を行うため、外部資金及び競争的資金の積極的な導入を図り、大学運営に必要な財源の確保に努める。

中期計画 年度計画 業務の実績

ｂ 各係の事務における不要な事務の排除、
各事務の工数の把握などにより、柔軟な事務
局の体制を構築する。

平成２５年度に作成したマニュアルを見直す
等により、無駄な事務等を洗い出した。

Ｂ

ａ イベントだけではなく、それぞれの係の
繁忙期を把握し、さらなる所属間の協力体制
を構築する。

各人の時間外勤務等の時間について、把握
し、分析した。

Ｂ 118

①-2　業務内容の変化や業務量の変動に応
じて、事務組織及び事務処理方法を常に、
柔軟に、改善する。

①-1 地方独立行政法人会計基準にのっと
り財務内容を透明化し、毎年度、財務諸表
等を公表する。

ａ 平成２５年度の財務諸表について、理事
会で承認を受けた後、速やかにホームページ
で公表する。

平成２５年度の財務諸表については、理事会
の承認を受け、法の定めに基づき前橋市長の
承認を受けた（９月２５日）後、９月３０日
付けでホームページにおいて公表を行った。 Ｂ 117

中期目標

①財務情報の公開等により、財務内容の透明化及び効率的な経営を図り、法人としての経営基盤を強化する。

中期計画 年度計画 業務の実績



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

ｄ 契約事務マニュアル並びに契約書及び起
案文の文例を学内のグループウェアを通じ、
職員に周知することにより、事務の効率化を
図る。

契約事務マニュアル、契約書、起案書等の文
案のみでなく、各種通知文案や関係書類の記
載例も併せて、グループウェアに掲載した。
また、資料作成等に係る事務効率の向上を図
るため、既存ファイルや汎用データの活用等
に関するエクセル操作技術の研修会を職員を
講師にして実施した。

Ａ 127

125

ｃ 役務等の契約事務の進め方に係る職員研
修を実施し、公正な事務の執行を期する。

役務契約に係る職員研修を２月２７日に実施
した。仕様書の作成、業者選定の進め方、入
札・見積合わせの執行、予定価格調書の作
成・管理、契約書の作成、収入印紙の貼付、
検査、委託料等の支払等の注意点について、
周知した。

Ｂ 126

③-1 人員計画に基づく適正な人員配置、
業務の外部委託や人材派遣の活用、入札の
公正で効率的な実施、省エネや消耗品の節
約等、あらゆる方途を駆使して、管理的経
費の節減と効率的で公正な執行に努める。

ａ 人事計画に基づき、教員、事務職員とも
に定員の適正管理に努める。

人事計画に基づき、教員の採用及び昇任並び
に嘱託員の採用を行った。なお、障害者雇用
の法定雇用率を達成するための嘱託員の公募
を行い、障害者１人を雇用することにより、
法定雇用率を達成した。

Ｂ 124

ｂ 他大学の事例等も参考に、委託が可能な
業務について引き続き検討を行う。

図書館業務については、平成２８年度からの
全面委託を決定した。その他の業務委託につ
いては、施設管理上必要な業務委託の一元化
について、検討を行った。 Ａ

・別添資料「図書
館全面業務委託ス
ケジュール」参照

中期目標

③大学の管理運営業務の効率化や、人員配置の適正化等により、管理的経費の抑制を図る。

中期計画 年度計画 業務の実績

②-2 地域の研究ニーズの情報収集及び当
該情報の教員への周知により、受託研究の
拡充を図る。

ａ 地域連携推進センターを中心とした産官
学との連携により、地域ニーズに係る情報収
集を行う。

コーディネーターを中心として、積極的に企
業訪問を行い、地域ニーズに係る情報収集を
行った。 Ｂ 122

ｂ 本学教員の研究業績等の情報を地元産業
界等に発信し、受託研究に結びつける。

共同研究２６件（うち公募型共同研究１２
件）、受託研究９件の契約、教育奨励寄附金
９件の受入の実績があり、総額約４２１万円
の間接経費を確保した。 Ｂ 123

中期計画 年度計画 業務の実績



　４　自己点検・評価及び情報公開に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

②-2 地域連携推進センターの事業実績に
ついて、大学のホームページ等を通じて公
表する。

ａ 地域連携推進センターの行った事業の概
要について、できる限り早くホームページで
公表する。

地域連携推進センターの行った事業の概要に
ついて、企業の営業秘密、特許情報に配慮し
つつも、迅速なホームページでの情報公開に
努めた。 Ｂ 132

130

ｂ 群馬県地域共同リポジトリを通じて、研
究紀要の掲載が可能か検討する。

群馬県地域共同リポジトリの活用は、図書館
を通じて可能となっているので、今年度は研
究紀要掲載の論文を中心に掲載内容を検討
し、掲載準備を行った。 Ｂ 131

中期目標

②市民や地域社会に対する説明責任を果たすため、大学の研究成果や社会活動状況をはじめ、法人の組織及び運営等の各種情報を積極的に公開する。

中期計画 年度計画 業務の実績
②-1 教員の研究分野、研究業績等を大学
のホームページ等を通じて公表する。

ａ 教員の研究分野、研究業績等を大学の
ホームページを通じて公表し、情報を年に１
度以上更新する。

新任教員を含め教員情報の更新を行った。

Ｂ

Ｂ 128

①-2 各事業年度における業務の実績に係
る評価委員会の評価結果等を大学のホーム
ページ等を通じて公表するとともに、その
結果を翌々事業年度の事業計画に反映させ
る。

ａ　評価委員会の評価結果を大学のホーム
ページ等で公表するとともに、平成２７年度
の年度計画に反映させる。

評価委員会の評価結果を法人のホームページ
で公表した。また、評価における指摘事項等
に対応するように年度計画の策定作業を行っ
た。 Ｂ 129

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 認証評価機関による評価を平成２８
年度までに受け、その結果を大学のホーム
ページを通じて公表するとともに、次期中
期目標、中期計画に反映させる。

ａ　次期の認証評価に向けて準備を進める。 他大学の認証評価結果等を確認するととも
に、平成２８年度の認証評価に向けて必要な
準備を行った。

中期目標

①自己点検・評価の実施に加え、第三者評価を定期的に受け、これらの評価結果を公表するとともに、評価結果を踏まえ、大学運営の改善に取り組む。



　５　その他業務運営に関する重要な目標に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

136

中期目標

②工学研究科の入学者を確保するとともに質を向上させ、大学院における教育及び研究を充実させる。

中期計画 年度計画 業務の実績
②-1 博士前期課程においては、「大学院
教育に関する目標を達成するための措置
（１－（１）－イ）」を確実に実施し、入
学者の確保を図る。

ａ　定員充足のための改善策を実行する。 修業年限内の定員を確保できるよう教務委員
会において対応策を協議し、大学として統一
的に行うための実施方法案を提示した。ま
た、学長諮問機関である大学院ワーキンググ
ループが再結成され、議論がスタートした。 Ｂ

①-2 教員の研究成果及び地域貢献活動並
びに大学の各種事業等についてホームペー
ジ等により、積極的に情報を発信する。

ａ 引き続きホームページでの公表を行うと
ともに、共同研究での研究成果の公表などを
通じて外部に発信する。

随時ホームページで情報発信を行った。公募
型共同研究事業は成果発表会、地域課題研究
事業はまちなかキャンパスで外部に成果の発
表を行った。 Ｂ 135

133

ｂ 冊子、ホームページの充実を図り、大学
のイメージを向上させる取り組みを行う。

学生の意見を参考にしてホームページをリ
ニューアルし、ユーザーが見やすいように情
報を整理した。また、各担当が直接ホーム
ページを作成することで、細やかな情報発信
ができるよう、ＣＭＳを導入した。大学案内
冊子は、女子学生を多く掲載し、理系女子の
イメージ向上に取り組み、大学のイメージ
アップを図った。

Ｂ 134

中期目標

①教育研究成果や社会活動状況等を積極的に発信し、大学のブランド力を強化する。

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 大学及び各教員の教育研究業績及び
地域貢献等に関する基礎的な情報を収集及
び整理し、大学のブランド力強化に向けて
の戦略を策定する。

ａ 経営戦略について、必要なデータを取り
まとめる。それと同時に、他大学では当然実
施されている事項について、問題提起する。

経営戦略の検討を本格的に開始するに当た
り、必要となるデータの情報を収集した。

Ｂ



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

140

③-2 各分野における危機管理マニュアル
を策定する。

ａ 危機管理マニュアルに基づき、事象を想
定し、訓練を実施する。

前橋市総合防災訓練へ参加するとともに、危
機管理個別マニュアルに基づいて防災消防訓
練を実施した。 Ｂ

・別添資料「避難
訓練の実施につい
て」参照 141

③-1 施設及び設備の維持管理を適切に行
うために施設維持管理マニュアルを策定す
る。

ａ 施設管理マニュアルについて、適宜見直
しを行う。

施設管理マニュアルについて、随時更新を
図った。

Ｂ 139

ｂ 引き続き施設管理についての情報の共有
化を実施する。

教職員及び学生に係る施設管理上の情報につ
いて、周知をして共有化を実施した。

Ｂ

中期目標

③学生の安全確保のため、施設の維持管理を適切に行うとともに、災害発生時や大学の知的財産流出等の恐れが生じた際の危機管理体制を確立し、迅速か
つ的確な対応が統一的に行える体制を整える。

中期計画 年度計画 業務の実績

ｂ 長期履修制度を可能にするための規程を
整備する。

長期履修制度導入に向け検討を行った結果、
検討課題が明確になったため、この検討課題
を解決するため、引き続き検討を行うことと
なった。 Ｃ 138

②-3 ティーチング・アシスタント及びリ
サーチ・アシスタントの制度等を充実さ
せ、大学院の学生の経済的支援の体制を確
立する。

（計画達成）

-

中期計画 年度計画 業務の実績
②-2 博士後期課程においては、「大学院
教育に関する目標を達成するための措置
（１－（１）－イ）」の確実な実施に加
え、内部進学を拡大しうる指導体制及び社
会人が履修しやすい制度の構築により、入
学者の確保を図る。

ａ 短縮制度のパブリシティーをしっかり実
施し、社会人大学院生の入学者を増やす。

大学院説明会の際に大学院社会人入学者に向
けての説明会を実施したが、十分な参加者を
得ることができなかった。 Ｃ 137



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

146

ｂ 耐震基準を満たしていない建物について
は、前橋市の行政管理課と引き続き改修又は
建替えについて検討を進めるが、教育研究施
設として最低限必要な工事については随時行
う。

施設整備基本構想及び実験棟基本計画につい
ては、市側と協議を行いながら策定中であ
り、概ね市の了解を得ることができた。施設
改修については、教員から苦情の多かった２
号館の赤水対策を実施するなど、教育研究施
設として最低限必要な工事については随時実
施した。

Ａ

・別添資料「施設
整備基本構想案
(表紙)及び実験棟
基本計画案（表
紙）」参照

147

中期目標

④大学の施設及び設備については、学生の学ぶ環境を向上させるため、老朽化等に対応した改修や整備を行う。

中期計画 年度計画 業務の実績
④-1 大学の施設については、耐震診断等
各種の点検を行い、この結果に基づく施設
保全計画及び施設整備計画を前橋市と協同
で策定する。

ａ 構内における危険箇所の解消について、
安全確保対策案に則って、順次工事を実施す
る（駐輪場の増設等）。

長年の懸案であった駐輪場の増設を行うとと
もに、キャンパス内の危険箇所の解消を図っ
た。 Ｂ

・別添資料「駐輪
場等の設置につい
て」参照

③-6 避難訓練の実施、学内危険個所の洗
い出し、複数の避難経路の確保等を行う。

ａ 学生や教員も参加した防災消防訓練を行
う。

学生及び教員も参加して１月１９日に防災消
防訓練を実施した。

Ｂ
・別添資料「避難
訓練の実施につい
て」参照 145

③-5 法令及び法人規程に基づいた労働環
境の整備や改善を行う。

ａ 引き続き産業医による職場巡視を定期的
に実施し、危険箇所の改善を図る。

７月と２月に産業医による職場巡視を実施し
た。指摘事項については、対応できるものか
ら順次改善策を実施している。 Ｂ

・別添資料「衛生
委員会職場巡視報
告書」参照 144

Ｂ
・別添資料「セ
キュリティポリ
シーチェックシー
ト」参照

142

③-4 災害発生時の緊急連絡網を整備す
る。

ａ 各学科等も含め緊急連絡網を整備し、非
常時の連絡手段についても共通認識として持
つようにする。

事務局及び各学科長・センター長以上の緊急
連絡網を作成し、共有化を行った。

Ｂ 143

中期計画 年度計画 業務の実績
③-3 情報セキュリティポリシーを策定
し、全教職員に周知徹底する。

ａ 引き続き情報セキュリティ研修等を実施
する。

情報セキュリティ研修を実施し、その中でセ
キュリティポリシーチェックを行い、その結
果を踏まえて特に注意すべき項目の監査を
行った。



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.

 

⑤-3 不正行為や反社会的行為を行った教
職員については、厳正な処分を行うととも
に、必要な場合は告訴・告発等、法律に基
づく対応をきちんと行う。

ａ 不祥事が起きた際の事象を想定し、処理
手順について学内での共有化を図る。

危機管理個別マニュアルをサイボウズに掲載
し、周知を行うとともに、不正防止計画に基
づく研修会を開催した。 Ｂ

・別添資料「研修
会次第」参照

152

150

⑤-2 不正行為や反社会的行為が発生した
場合は、組織的な検証を行い、検証結果を
公表する。

ａ 不正行為等が発生した場合には、速やか
に事実を公表するとともに、再発防止策等を
検討し、実行する。

危機管理個別マニュアルに基づき懲戒処分の
公表を行った。処分の公表後速やかに全体会
議を通じて、全職員に服務規律の徹底を周知
するとともに、コンプライアンス研修を当初
の予定よりも前倒しで実施するなどの対応を
行った。

Ｂ

・別添資料「全体
会議次第」参照

151

⑤-1　不正行為や事故を組織的に防ぐため
のマニュアルである「コンプライアンス行
動指針」の徹底のために、毎年度全教職員
を対象とした研修会を実施するとともに、
行動指針の見直しを常時行う。

ａ 引き続きコンプライアンス行動指針を周
知するとともにコンプライアンス研修を実施
する。

７月に本法人の公益通報相談員である石原弁
護士を講師に迎え、コンプライアンス研修を
実施した。 Ｂ

・別添資料「全体
会議次第」参照

149

ｂ 引き続き学生に対してコンプライアンス
の周知を行う。

新入生等については、ガイダンスを通じてコ
ンプライアンスの周知を行った。

Ｂ

Ｂ 148

中期目標

⑤大学におけるコンプライアンス（法令遵守）を推進し、不祥事や事故の防止に努める。

中期計画 年度計画 業務の実績

中期計画 年度計画 業務の実績
④-2 設備については常に使用目的が達せ
られるよう、適切に管理する。

ａ 必要な改修、修繕等については、実施時
期を見極め、適切に対処する。

予算の範囲内において、優先順位を付けて必
要な改修及び修繕等を適宜実施した。



自己評価 補足事項(実績等) NO.

自己評価 補足事項(実績等) NO.
⑦-1 物品の購入に当たっては、グリーン
購入法の適合商品等の環境に配慮した商品
を優先して購入する。

ａ 事務用消耗品について、やむを得ない場
合を除き、グリーン購入法適合商品から購入
することを教職員に徹底する。

事務用消耗品のみでなく、物品購入全般につ
いて、グリーン購入の徹底及び対象商品の選
定の仕方を事務職員及び教員に通知し、教員
に対しては教授会の際に説明を行った。 Ｂ 157

156

中期目標

⑦環境を守ることを大学の責務として、環境に配慮した大学の維持管理を行い、環境保全に努める。

中期計画 年度計画 業務の実績

⑥-3 新任教員の公募に当たっては、女性
からの応募が増えるよう、周知方法等にも
配慮する。

ａ 他大学を参考に、国公立大学にメールを
送付する等、倍率が向上するような方策を検
討するほか、各学科でのアイディアを共有す
る。

各学科における検討結果を総務委員会におい
て検討し、募集要項に記載する内容を決定
し、来年度の募集要項から掲載することとし
た。 Ｂ 155

ｂ 女性にとっても働きやすい制度上の利点
を、募集要項に入れるよう検討する。

他の大学の取り組みを参考に募集要項への掲
載内容を検討し、来年度の募集要項から掲載
することを決定した。 Ｂ

153

⑥-2 ハラスメントの相談体制を確立し、
学生及び教職員に周知する。

ａ ハラスメント相談員の研修等を実施す
る。

ハラスメント相談員のうち１人に苦情相談研
修を受講させ、他の相談員に対してフィード
バック研修を実施した。 Ｂ 154

中期目標

⑥大学として社会的な責任を果たすため、人権の尊重や男女共同参画の推進に取り組む。

中期計画 年度計画 業務の実績
⑥-1 全教職員を対象とした研修会を毎年
度実施することにより、ハラスメントを防
止する。

ａ セクハラ、パワハラ、アカハラについ
て、新たな話題を提供できるよう、材料を検
討する。

今年度については、ハラスメント研修をコン
プライアンス研修に含めて実施した。その際
に、講師である石原弁護士に本学や他の大学
での事例等を提供するなどの対応を行った。 Ｂ

・別添資料「全体
会議次第」参照



自己評価 補足事項(実績等) NO.

⑦-3 ガソリンの消費量を減らすなど、Ｃ

Ｏ
２
の削減に全学的に取り組む。

ａ ごみ減量対策について、全学的な周知が
できるよう検討を行う。

有価物回収を徹底し、ごみの減量化を実施し
た。

Ｂ
H25年度：4.2ｔ
H26年度：10.4ｔ

160

Ｂ 158

ｂ 夏季又は冬季以外の省エネルギー対策に
ついて、検討を行う。

研究目的以外で使用している機器（冷蔵庫、
電子レンジ等）の削減呼びかけを実施した。

Ｂ
・別添資料「光熱
水費の抑制につい
て」参照 159

中期計画 年度計画 業務の実績
⑦-2 節電・節水に全学をあげて取り組
む。

ａ 節水対策について、実施ができるよう事
前に検討を行う。

施設内の水栓や便器等について、改修時等に
おいて対応した（２号館男子トイレ）。



平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 法人化前 達成目標
(注２)

１１０．９％ １１２．７％ １００％ １００％以上

８１．２％ ８０．９％ ７３．３％ ８０％以上

７７人 ４５人(※) ６０人 ８０人以上

９７．６％ ９９．４％ ９１．９％ ９５％以上

２．１年 ２．０年 ２．１年 ２．１年以内

１人 １人 １．７人 ３．０人以上

１０６人 １８５人 － １５０人以上

８０件 ７２件 ７２件 ８５件以上

２０件 ２４件 ２１件 ３０件以上

４０６人 ５１２人 ５３５人 ５５０人以上

８５人 １３３人 ７２人 ７５人以上

４０人 ３５人 ３４．３人 ４０人以上

１１件 ２１件 ５件 １０件以上

29,847千円 47,551千円 8,900千円 18,000千円以上

１１６．７％ ８５．４％ ７８．１％ １００％以上

１５０．０％ ７５．０％ ２５．０％ １００％以上

（注１）

（注２）

（注３）

②学部の学生の標準修業年限内卒業率

第４　評価指標に係る平成２６年度の状況

区分 備考

①学部の入学定員充足率

③カレッジＴＯＥＩＣの受験者数 (※)TOEIC受験者延べ132人(うち
カレッジTOEIC受験者45人）

④学部の学生の就職率

⑤博士前期課程における卒業生の平均在学年数

⑫教員の海外研修（国際学会等への参加を含む。）参加者数

⑥博士学位取得者数

⑦分野横断型工学研究シンポジウムの参加人数

⑧学術団体論文誌等への論文の掲載数

⑨科学研究費補助金の採択件数（新規・継続・分担を含む。）

⑩連携による公開講座の参加者数

⑪官公庁における委員・評議員等の数

⑬本学教員の高校生への支援事業実施件数

⑭外部資金（注１）の金額

⑮博士前期課程の入学定員充足率

⑯博士後期課程の入学定員充足率

外部資金とは、受託研究費、科学研究費を除く競争的外部資金及び共同研究費の額の合計をいう。

②～⑦、⑨～⑫及び⑭に係る達成目標は中期目標期間を平均しての数値を指し、⑧及び⑬に係る達成目標は中期目標期間終了年度の平成３０年度における数値
を指す。

各年度の数値は、②～⑭は当該年度の年度末現在の数値を指し、①、⑮及び⑯は翌年度の５月１日現在の数値を指す。


